
「 が ん 」 の 保 障 　 　 ≪ 生 き る た め の が ん 保 険 Ｄ ａ ｙ ｓ （ デ イ ズ ） ≫

保 険 期 間 ： 終 身 （ 抗 が ん 剤 治 療 特 約 は １ ０ 年 更 新 ） 　 　 　 契 約 年 齢 ： ０ 歳 ～ ８ ０ 歳 、                       　 　 　  生 き る た め の が ん 保 険 Ｄ Ａ Ｙ Ｓ （ ﾃ ﾞ ｲ ｽ ﾞ ） 　 ス タ ン ダ ー ド プ ラ ン

ス タ ン ダ ー ド プ ラ ン 　 　 　 入 院 給 付 金 日 額 １ ０ ， ０ ０ ０ 円 の 場 合 ◆ 月 払 保 険 料 （ 団 体 取 扱 ）

初 め て 診 断 確 定 さ れ た と き が ん の 場 合 一 時 金 と し て 　 １ ０ ０ 万 円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 診 断 給 付 金 上 皮 内 新 生 物 の 場 合 一 時 金 と し て 　 　 １ ０ 万 円 ３ ５ 歳 ４ ５ 歳 ５ ５ 歳 ６ ５ 歳

入 院 し た と き 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 入 院 給 付 金 １ 日 つ き １ ０ ， ０ ０ ０ 円 男 性 ３ ， ６ ５ ６ 円 ５ ， ６ ０ ８ 円 ９ ， ３ ６ ０ 円 １ ５ ， １ ９ ０ 円

通 院 し た と き 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 通 院 給 付 金 １ 日 つ き １ ０ ， ０ ０ ０ 円 女 性 ３ ， ７ ３ ４ 円 ５ ， ２ ７ ４ 円 ６ ， ８ ６ ４ 円   ９ ， ０ ４ ８ 円

手 術 し た と き 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 手 術 治 療 給 付 金 １ 回 に つ き ２ ０ 万 円

放 射 線 治 療 を 受 け た と き 　  　 放 射 線 治 療 給 付 金 １ 回 に つ き ２ ０ 万 円

抗 が ん 剤 治 療 を 受 け た と き
抗 が ん 剤 治 療 を 受 け た 月 ご と に
１ カ 月 １ ０ 万 円 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 抗 が ん 剤 治 療 給 付
金

乳 が ん ・ 前 立 腺 が ん の ホ ル モ ン 療 法 の と き
１ カ 月 　 ５ 万 円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 プ レ ミ ア サ ポ ー ト

◎ 詳 し く は 、 パ ン フ レ ッ ト （ 契 約 概 要 ） を ご 覧 く だ さ い 。

入 院 給 付 金 日 額 １ ０ ， ０ ０ ０ 円 　 定 額 タ イ プ 保 険 料
払 込 期 間 ： 終 身 （ 抗 が ん 剤 治 療 特 約 は 1 0 年 更 新 ）

訪 問 面 談 サ ー ビ ス と 専 門 医 紹 介
（ こ の サ ー ビ ス は 、 株 式 会 社 　 法 研 が 提 供 す る サ ー ビ ス で す ）

＜ 募 集 代 理 店 ＞
ア ベ ニ ー ル 株 式 会 社

T E L ： 0 3 - 3 4 3 7 - 6 8 1 0 　 F A X ： 0 3 - 3 4 3 7 - 6 8 2 2

〒 1 0 5 - 0 0 0 4  東 京 都 港 区 新 橋 5 - 1 5 - 5 交 通 ビ ル 3 F

＜ 引 受 保 険 会 社 ＞  ア フ ラ ッ ク 　 東 京 第 三 法 人 営 業 部

〒 1 6 3 - 0 4 5 6
東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 2 - 1 - 1 　 新 宿 三 井 ビ ル

当 社 保 険 に 関 す る お 問 い 合 わ せ ・ 各 種 お 手 続 き

コ ー ル セ ン タ ー 　 0 1 2 0 - 5 5 5 5 - 9 5

( 2 0 1 1 年 4 月 1 日 現 在 ）

（ す べ て の 保 険 期 間
を 通 じ 通 算 ６ ０ ０ 万 円
ま で ）

＜ 抗 が ん 剤 治 療 特 約 ＞ の 更 新 後 の 保 険 料 は 更 新 時 の 年 齢 ・
保 険 料 率 に よ っ て 決 ま り ま す 。

A F 0 0 7 - 2 0 1 1 - 0 1 8 6 　 4 月 2 5 日

（ 上 皮 内 新 生 物 は 対 象 外 ）

委
員
会
は
、
北
山
雅
人
副
委
員
長

の
司
会
で
開
会
し
、
議
長
に
は
、
竹

井
陽
一
委
員
（
新
幹
線
）
が
選
出
さ

れ
、
議
事
に
入
り
ま
し
た
。

渡
邉
委
員
長
は
挨
拶
の
冒
頭
で
選

挙
結
果
に
触
れ
「
改
憲
勢
力
が
国
会

の
9
割
を
占
め
労
働
組
合
へ
の
弾
圧

も
考
え
ら
れ
る
が
、
悲
観
せ
ず
、
労

働
者
の
手
で
展
望
を
切
り
開
こ
う
」

と
し
、
13
春
闘
で
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

な
ど
の
状
況
に
触
れ
「
働
く
者
の
賃

金
を
上
げ
な
け
れ
ば
、
結
局
景
気
回

復
に
も
結
び
付
き
ま
せ
ん
。
賃
金
の

引
き
上
げ
と
非
正
規
雇
用
な
ど
の
雇

用
破
壊
を
や
め
さ
せ
る
取
り
組
み
が

13
春
闘
の
中
で
も
重
要
で
す
。
国
民

の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
諸
課
題
と
し
っ

か
り
向
き
合
い
な
が
ら
、
職
場
・
地

域
か
ら
国
民
各
層
と
の
共
同
行
動
を

展
開
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
」
と
し
ま
し
た
。
最
後
に
、

組
織
拡
大
に
触
れ
「
こ
れ
ま
で
の
我
々

の
弱
点
を
み
ん
な
で
克
服
し
な

が
ら
、
一
歩
で
も
、
二
歩
で
も

前
へ
進
ん
で
い
き
た
」
と
締
め

く
く
り
ま
し
た
。

続
く
来
賓
の
挨
拶
で
、
国
労

本
部
・
田
中
副
委
員
長
は
、
１

８
３
回
拡
大
中
央
委
員
会
で
決

定
し
た
13
春
闘
方
針
や
組
織
拡

大
に
つ
い
て
の
取
り
組
み
に
つ

い
て
の
訴
え
と
報
告
を
行
い
ま

し
た
。

交
運
共
済
東
海
事
業
本
部
の
今
村

謙
一
本
部
長
か
ら
は
、
共
済
事
業
の

現
状
と
火
災
共
済
の
更
な
る
取
り
組

み
に
つ
い
て
の
要
請
と
春
闘
で
の
賃

上
げ
や
組
織
拡
大
に
期
待
す
る
と
祝

辞
に
込
め
ま
し
た
。

Ｊ
Ａ
Ｌ
争
議
団
２
名
か
ら
闘
い
の

報
告
や
Ｊ
Ａ
Ｌ
職
場
で
起
き
て
い
る

問
題
な
ど
が
報
告
さ
れ
、
こ
の
間
の

キ
ャ
ラ
バ
ン
に
対
す
る
お
礼
と
更
な

る
支
援
要
請
を
受
け
ま
し
た
。

決
定
し
た
春
闘
方
針
は
、
『
５
０

０
０
円
の
賃
上
げ
、
労
働
条
件
の
改

善
は
も
と
よ
り
、
出
向
先
や
関
連
企

業
の
賃
金
や
労
働
条
件
の
改
善
、
専

任
社
員
の
労
働
条
件
の
改
善
を
目
指

し
、
全
労
働
者
を
巻
き
込
ん
だ
闘
い

の
展
開
を
目
指
す
』
と
し
ま
し
た
。

ま
た
、
『
職
場
の
要
求
実
現
を
獲

得
す
る
闘
い
に
全
組
合
員
が
参
加
す

る
中
で
組
織
拡
大
を
成
し
遂
げ
よ
う
』

『
格
差
と
貧
困
の
解
消
を
目
指
し
、

労
働
者
の
雇
用
と
権
利
を
守
る
。
憲

法
改
悪
阻
止
や
消
費
増
税
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ

な
ど
に
反
対
し
、
広
範
な
国
民
と
連

帯
し
闘
う
』
と
し
ま
し
た
。

（
詳
細
は
方
針
参
照
）

２０１３年２月４日（毎月15日、30日発行） 国 労 東 海 ＮＯ３３５（１）

国労東海本部ホームページ http://www.kokurotokai.com/
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高
木

宏

東
海
本
部
は
、
２
月
２
日
、
第
32
回
東
海
本
部
委
員
会
を
開
催
し
、

13
年
春
闘
勝
利
に
向
け
た
取
り
組
み
、
組
織
拡
大
な
ど
の
当
面
の
方

針
を
決
定
し
ま
し
た
。
５
０
０
０
円
の
賃
上
げ
を
は
じ
め
と
し
た
要

求
を
獲
得
し
、
組
織
拡
大
を
行
お
う
と
意
思
統
一
し
ま
し
た
。

（
委
員
発
言
は
次
号
に
掲
載
）

第32回東海本部委員会で方針決定

東
海
本
部
春
闘
方
針

挨拶する渡邉委員長

１
月
の
給
与
明
細
を
も
ら
っ
て
あ
れ
？
っ
と
思
っ
た
人
も
多
い
と
思
い

ま
す
。
そ
う
で
す
、
復
興
税
が
所
得
税
に
２
・
１
％
上
乗
せ
に
な
り
、
税

金
が
上
が
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
住
民
税
が
来
年
６
月
か
ら
千
円
上
乗
せ
。

Ｊ
Ｒ
健
保
の
保
険
料
も
昨
年
は
０
・
３
％
、
今
年
は
０
・
５
％
引
き
上
げ

ら
れ
ま
す
。
そ
し
て
、
何
と
言
っ
て
も
消
費
税
の
増
税
で
す
。

夫
婦
の
ど
ち
ら
か
が
働
く
子
供
２
人
の
標
準
世
帯
で
、
年
収
が
５
０
０

～
５
５
０
万
円
だ
と
、
消
費
税
率
が
８
％
に
な
っ
た
段
階
で
年
間
約
７
・

３
万
円
、
10
％
だ
と
年
間
約
12
万
円
の
負
担
増
に
な
る
と
の
試
算
が
さ
れ

て
い
ま
す
。

消
費
税
以
外
の
負
担
増
も
含
め
、
年
収
５
０
０
万
円
世
帯
で
16
年
に
は

11
年
よ
り
32
万
円
以
上
負
担
増
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
す
で
に
円
安
で
ガ

ソ
リ
ン
な
ど
が
上
が
っ
て
い
ま
す
。
牛
丼
や
パ
ソ
コ
ン
、
Ｔ
Ｖ
な
ど
は
安

く
な
り
ま
し
た
が
、
生
活
に
必
要
な
品
目
や
経
費
は
変
動
な
し
か
上
昇
し

続
け
て
い
ま
す
。
家
計
を
守
る
に
は
、
こ
の
春
闘
で
ベ
ア
を
勝
ち
取
る
こ

と
や
消
費
増
税
を
や
め
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

13
春
闘



連
合
の
春
闘
方
針
で
は
、
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
要
求
は
４
年
連
続
で
見
送
り

で
す
が
、
全
労
働
者
の
処
遇
改
善
と

給
与
総
額
の
１
％
増
、
企
業
や
男
女

間
の
賃
金
格
差
の
是
正
、
全
て
の
産

別
組
合
に
よ
る
共
闘
組
織
を
設
置
し
、

パ
ー
ト
・
非
正
規
社
員
の
処
遇
改
善

で
す
。

具
体
的
に
は
、
月
例
賃
金
の
賃
金

カ
ー
ブ
維
持
分
の
確
保
、
所
得
と
生

活
水
準
の
低
下
に
歯
止
め
を
か
け
て

賃
金
水
準
の
中
期
的
な
復
元
・
格
差

是
正
、
体
系
の
ゆ
が
み
等
の
是
正
、

会
社
規
模
間
や
男
女
間
の
格
差
是
正

と
正
社
員
と
非
正
規
社
員
と
の
均
衡
・

均
等
処
遇
の
実
現
に
個
別
銘
柄
の
賃

金
水
準
の
重
視
が
必
要
と
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
賃
金
制
度
が
未
整
備
の

組
合
へ
の
制
度
の
確
立
・
整
備
を
強

化
す
る
。
企
業
内
最
低
賃
金
の
協
定

の
締
結
・
拡
大
し
て
産
業
の
公
正
基

準
に
見
合
っ
た
水
準
に
引
き
上
げ
る

こ
と
や
初
任
給
の
社
会
水
準
確
保
が

目
標
で
す
。

全
労
連
、
純
中
立
、
地
方
共
闘
な

ど
で
構
成
す
る
国
民
春
闘
共
闘
委
員

会
の
13
春
闘
で
は
「
こ
れ
ま
で
以
上

に
職
場
の
実
態
や
要
求
交
流
を
進
め
、

単
産
で
も
地
域
で
も
み
ん
な
が
参
加

で
き
る
た
た
か
い
を
発
展
さ
せ
よ
う
」

と
呼
び
か
け
、
春
闘
の
中
心
課
題
で

あ
る
、
賃
上
げ
や
雇
用
の
確
保
、
最

賃
の
大
幅
引
き
上
げ
な
ど
と
と
も
に
、

「
原
発
ゼ
ロ
」
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加

反
対
」
「
オ
ス
プ
レ
イ
配
備
反
対
」

な
ど
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
国
民
的
共

同
の
大
き
な
発
展
と
合
流
を
進
め
、

「
安
全
・
安
心
社
会
」
の
実
現
を
め

ざ
し
て
い
ま
す
。

運
動
の
展
開
は
、
３
月
13
日
に

「
重
税
反
対
総
行
動
」
を
設
定
し
、

第
１
次
集
中
回
答
日
翌
日
の
行
動
を

「
く
ら
し
を
守
る
総
行
動
」
と
位
置

づ
け
、
全
国
「
50
万
人
総
行
動
」
を

提
起
し
て
い
ま
す
。

統
一
賃
金
要
求
と
し
て
は
「
誰
で

も
時
間
額
１
０
０
円
以
上
、
月
額
１

万
円
以
上
の
賃
上
げ
」
の
獲
得
、

「
誰
で
も
時
間
額
１
０
０
０
円
以
上
、

日
額
７
５
０
０
円
以
上
、
月
額
16
万

円
以
上
の
賃
金
水
準
」
の
達
成
を
最

低
限
の
目
標
と
し
て
い
ま
す
。

全
労
協
の
方
針
は
、
「
生
活
で
き

る
大
幅
賃
上
げ
獲
得
、
長
時
間
労
働

根
絶
の
闘
い
、
労
働
者
が
人
間
ら
し

い
生
活
を
取
り
戻
す
た
め
、
資
本
・

経
営
に
大
幅
賃
上
げ
を
求
め
て
闘
う
」

と
し
、
同
時
に
「
Ｊ
Ａ
Ｌ
不
当
解
雇

撤
回
や
す
べ
て
の
争
議
の
勝
利
、
公

務
員
攻
撃
を
跳
ね
返
す
官
民
共
闘
の

強
化
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
の
一

層
の
充
実
、
労
働
者
保
護
の
労
働
法

制
実
現
、
反
戦
平
和
と
護
憲
、
消
費

税
増
税
反
対
・
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
反
対
等

の
闘
い
」
で
す
。

闘
い
の
進
め
方
は
、
『
13
け
ん
り

春
闘
全
国
実
行
委
員
会
』
を
組
織
し
、

中
央
段
階
で
４
・
５
月
に
経
団
連
へ

の
行
動
を
行
い
、
政
府
へ
の
交
渉
で

被
災
地
復
興
に
向
け
た
諸
政
策
の
実

施
、
雇
用
の
創
出
と
正
規
採
用
の
拡

大
を
は
か
る
な
ど
で
す
。

地
方
で
は
、
春
闘
共
闘
や
公
契
約

実
現
共
闘
な
ど
の
共
同
行
動
を
追
求

し
、
自
治
体
要
請
や
交
渉
、
未
組
織

労
働
者
の
組
織
化
に
全
力
を
挙
げ
る
。

 
賃
金
引
き
上
げ
の
要
求
基
準
は
、

月
額
１
７
４
０
０
円
、
時
給
１
０
０

円
の
引
き
上
げ
、
月
額
給
17
万
円
以

上
、
時
給
１
２
０
０
円
の
最
低
保
障

な
ど
で
す
。

経
団
連
の
春
闘
方
針
「
13
年
経
営

労
働
政
策
委
員
会
報
告
」
で
企
業
は

危
機
的
な
状
況
に
あ
る
と
し
て
「
ベ

ア
を
実
施
す
る
余
地
は
な
い
」
「
定

期
昇
給
の
実
施
時
期
の
延
長
や
凍
結

を
協
議
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
も
あ

り
得
る
」
と
賃
上
げ
を
否
定
し
て
い

ま
す
。
原
発
ゼ
ロ
は
企
業
活
動
を
圧

迫
す
る
と
し
て
再
稼
働
を
求
め
、
就

業
規
則
を
不
利
益
に
変
更
す
る
場
合

の
ル
ー
ル
化
な
ど
労
働
法
を
更
に
改

悪
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。
働

く
ル
ー
ル
や
日
本
経
済
を
破
壊
し
た

こ
と
へ
の
反
省
は
、
一
切
な
い
も
の

と
な
っ
て
い
ま
す
。

２０１３年２月４日（毎月15日、30日発行） 国労東海 ＮＯ３３５（２）

東海本部ホームページＵＲＬ http://www.kokurotokai.com/

13
春
闘
の
動
向

13
春
闘
は
、
連
合
、
全
労
連
、
全
労
協
の
方
針
が
出
揃
い
、
全
国
・

各
地
で
闘
い
が
始
ま
り
ま
し
た
。
全
労
連
や
全
労
協
は
、
格
差
と
貧
困

の
是
正
や
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
、
労
働
環
境
の
改
善
な
ど
を
掲
げ
て

い
ま
す
。
一
方
、
連
合
や
春
闘
の
相
場
作
り
に
大
き
な
影
響
力
を
持
つ

全
ト
ヨ
タ
労
連
な
ど
は
ベ
ー
ス
ア
ッ
プ
要
求
の
見
送
り
を
決
め
る
な
ど
、

他
産
業
の
労
働
組
合
の
動
き
や
賃
金
相
場
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
の
中
で
、
私
た
ち
国
労
の
闘
い
は
、
組
織
労
働
者
と
し

て
の
責
任
と
存
在
意
義
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

全
労
協
春
闘
方
針

経
団
連
の
春
闘
方
針

連
合
春
闘
方
針

全
労
連
春
闘
方
針

ディーセント・ワークとは
（働きがいのある人間らしい仕事）

ILO活動の主目的とされるディーセント・

ワークは、(1)雇用の促進、(2)社会的保護

の方策の展開及び強化、(3)社会対話の促

進、(4)労働における基本的原則及び権利

の尊重及び促進の４項目を通して実現され

るとしています。

日本政府（厚労省）は、「ディーセント・

ワークの概念の普及に努め、様々な労働政

策を推進することによりディーセント・ワー

クの実現に努めている」とし、平成24年７

月に閣議決定された「日本再生戦略」にディー

セント・ワークの実現が盛り込まれました。

政府に実現を求めることが重要です。


